
 

 

 

  

経営計画 

令和８年３月 

 

 

一般社団法人バス協調・共創プラットフォームひろしま 

（令和７年度～令和１１年度） 

【アクションプラン】 



 

 

 

  



 

 

■ アクションプランの位置づけ 
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相生通りを中心に都心部のバス停の環境改善 

を目指し、バス停の集約・ストレート化及び空間整 

備等を進めるほか、市域内の「基幹バス」（共同運 

行路線や幹線軸など）の主要なバス停においても 

空間整備等を進めます。 

 

 

 

 

 

■ 実施スケジュール 

 令和７年度       令和８年度       令和９年度      令和１０年度     令和１１年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 概算事業費 

 令和７年度       令和８年度        令和９年度      令和１０年度     令和１１年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

戦略１ 利用者目線での徹底した利便性向上 

バス停の乗継環境・待合空間の改善 重点取組 

 

 

 

取組方針

の検討 

 

 

  

集約の実施 

・バス停集約

の将来イメ

ージ等の検

討及び関係

者との調整  

 
・情報発信の企画

立案 

ストレート化の検

討と空間整備の

企画立案 

実施による障害の少ないバス停から集約 

 ストレート化の実施 

集約後のバス停を中心とした都心部バス停のストレート化 

１０万円 
 
バス停集約 １箇所 

 （案内表示の刷新） 

3，800 万円 
 
・バス停集約 １箇所 

（標柱撤去など） 
・バスロケ高度化 27 基 

3,7００万円        2,8００万円         6,3０0 万円 
 
・バス停集約（上屋・標柱の移設、バスロケ設置など) 6 箇所 

・利用者の多いバス停における上屋・ベンチ整備 １箇所/年 

 

＜相生通りのバス停集約のイメージ＞ 

➤ バス停のストレート化については、道路管理者である国または市が実施主体となる。 

 

※バス停名称は、集約に合わせて変更する場合がある 集約後のバス停 

➤令和 8 年３月に集約した「紙

屋町（原爆ドーム前）」バス停

に掲示したわかりやすいデザ

インの路線図 

 

  都心部のバス停等における統一したわかりやすい時刻表・路線図の掲示など 

などの情報発信を進める 

情報発信の実施 

 

施 

都心部のバス停等における上屋・ベンチ等の設置 

空間整備の実施 

 

施 

② ① ③ ④ ⑤ 

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

そごう 

原爆 

ドーム 
福屋 三越 ⑥ 

令和８年３月に

３箇所のバス停

を１箇所に集約 
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定時性・速達性の向上のため、運行適正化などバス事業者主体の取組を推進するとともに、バ

スが運行しやすい道路環境整備の早期実現を目指し、市の協力も得ながら関係機関との調整を

進めます。 

 

■ 実施スケジュール 
 
 令和７年度       令和８年度        令和９年度      令和１０年度     令和１１年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 概算事業費 
 
 令和７年度       令和８年度        令和９年度      令和１０年度     令和１１年度 

 

 

 

 

 

 

  

 

定時性・速達性の向上 

 

 

 

取組方針の検討 

 

・対策が必要な路

線の抽出と対策

の方向性の検討 

・対象路線の遅延

状況等調査 

 

 

現況を踏まえた具

体的対策の検討と

関係者との調整 

企画立案 

 

定時性・速達性向上策の実施（運行適正化など） 

主要なバス停にお

ける全扉降車の試

行実施 

準備が整ったものから順次実施 

人工衛星によりバスの位置情報を把握し、交差

点に近づいたことを認識すると青信号が最大

10 秒延長する「バス優先信号システム」 

（神戸市が令和 6、７年度に実証実験を実施） 

➤ 道路環境整備については、交通管理者である県警や道路管理者である国または市が実施主体となる。 

➤ バス優先信号の拡充については、リアルタイムな信号制御が可能な新たな優先信号システムの活用も視野に入 

れて、今後、具体的に調査・検討することになる。 

（想定される施策例） 

・主要なバス停における全扉降車の実施 

・バスの過密区間における便数の削減 

・基幹バスにおける急行便の拡充 

（想定される施策例） 

・バス専用・優先レーンの実効性確保 

・バス優先信号の拡充 

・ボトルネック交差点の改良 

定時性・速達性向上策の実施（道路環境整備） 

準備が整ったものから順次実施 

（未計上） 

・令和８年度の企画立案で決定した定時性・速達性向上策の実施 

どの扉からも降車でき、停車時間

の短縮が期待できる「全扉降車」 
バスの定時性を確保する

ための「バス専用レーン」 
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ゾーン運賃やダイナミックプライシングなど新たな運賃制度の導入に向けた中長期的な取組を推

進するとともに、短期的な取組を順次実施していきます。 
 

■ 実施スケジュール 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 概算事業費 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 戦略２ 潜在的あるいは新たな移動需要の掘り起こしと利用促進 重点取組 

運賃設定の多様化による潜在的な需要の掘

り起こしと利用促進 

他分野や他の交通モードとの連携による新

たな需要の掘り起こしと利用促進 

令和７年度 令和８年度 

令和９年度 

令和１１年度 
取組方針の検討  

 

企画立案 実施準備 新たな運賃制度の段階的な

導入と効果検証 
【中長期】 

先行事例を踏まえた

ゾーン運賃、ダイナミ

ックプライシングの方

向性の検討 

 

ダイナミックプラ

イシング機能を追

加するシステム改

修など 

・特定の時季や時間帯でのダイナミ

ックプライシング 

・方面別の新たな運賃設定 

 （均一運賃エリア、エリアフリーパ

スなど） 

 

 

秋のイベントと連携 

したバスデジタルス 

タンプラリー等を先 

行実施 

ゾーン運賃等

の実施内容の

具体化や関係

者調整など 

短期の利用促進策を順次実施 

・各種のデータ分析結果や収支予測等などを経て、まとまったものから順次実施 

・実施後、効果検証の結果を踏まえて適宜内容を見直し 

【短期】 

「ターゲットに応じた 

柔軟な運賃設定の検 

討」や「施設等と連携 

したバス利用のきっ 

かけづくり」等の施策

検討 

令和８年度 

240 万円 

・収支予測 

（業務委託） 

令和９年度 令和１０年度 令和７年度 

６０万円 

スタンプラリーの実施

（広報費・消耗品費） 

➤ 必要に応じて、独占禁止法特例法に基づく共同経営計画策定や、国への制度見直しの働きかけなどを行うことに

なる。 

➤ 中長期の取組については、戦略３の取組との連携を図りながら進める。 

中
長
期 

特定の方面でのゾーン

運賃等の試行 

短
期 

（未計上） 

システム改修 
（ダイナミックプライ

シング機能追加） 

令和１０年度 

令和１１年度 

300 万円 

・収支予測 

（業務委託） 

300 万円 

・収支予測 

（業務委託） 

300 万円 

・収支予測 

（業務委託） 

令和９年度 令和１１年度 

（想定される施策例） 

・こども向けの夏休みフリーパスの販売 

・乗継利用者向けの割引サービスの拡充 

・企業単位等大口利用者向けの割引定期券の販売 

・観光施設の入場券とバスの乗車券をセットにした利用促進キャンペーンの実施 

・電車やアストラムライン、船舶等と連携したエリアフリーパスの販売  

4 

秋のイベントと連携したデジタルスタンプラリーと、利便性を高めた乗車券

（デジタルシティパスの利用時間を延長）を組み合わせて展開＜令和７年度＞ 

ダイナミックプライシングの事例 

（富士急バス） 



 

 

 

 

 

各社単独ではない複数社が一体となった全体最適なネットワークの実現に向けて、現在、供給過

剰又は供給不足となっている路線群を、令和１１年度までに方面別に需要や地域特性に応じた持続

可能で使いやすいものへと再編するとともに（「方面別の運行適正化」）、中心部での共同運行によ

る新たな循環線等の導入や、都心と郊外を結ぶ幹線軸での路線の共同運行化などを進めます。 

また、将来の市内全域での質の高いサービス提供を見据えて、まずは「基幹バス」（共同運行路線

や幹線軸など）の決済手法、運賃体系の共通化やインフラの共同化などに取り組みます。 

なお、こうした取組に当たっては、オープンデータや可視化ツールを活用し、PDCA を着実に推

進します。 

 

■ 実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 概算事業費 

 

 

 

 

 

 

 

令和 11 年度 

バスネットワーク
の将来イメージ
の共有 

・市域全体での運行

形態のあり方やそこ

に向けた展開イメー

ジの共有 

「共同運行路線の拡充」 
の企画立案 

・中心部の新たな循環線等の導入
や幹線軸の共同運行化など 

（必要に応じて実証運行も実施） 

「共同運行路線の拡充」の実施 

・運行計画がまとまった路線から順次着手 

「基幹バスのサービス共通化」 
の実施 

・決済手法の共通化 
・基幹バスと支線バスとの通し運賃化 

「基幹バスのサービス共通化」 
の企画立案 

・決済手法、運賃体系の共通化 

（インフラ施設の共同化は戦略４へ） 

実施準備 

・システム

改修等 

戦略３ 
需要に応じたサービスを安定的に供給できる持続可能なバス

ネットワークの構築 重点取組 

➤ 必要に応じて、独占禁止法特例法に基づく共同経営計画の策定を行うことになる。 

➤ 「方面別の運行適正化」や「共同運行路線の拡充」などの取組を進めるに当たっては、バスネットワークが他の交通モー

ドと一体的に機能するものとなるよう、全体最適を目指す。 

バス事業者間や他の交通モードとの連携による
全体最適なバスネットワーク等の構築 

喫緊の再編方針 
の整理 

・供給過剰又は供給不
足の路線群を対象に、

「方面別の運行適正
化」の方向性を整理 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

「方面別の運行適正化」の推進 

・小規模な生活交通への転換を含め、運行計画がまとまった方面から順次着手 

 （必要に応じて実証運行を行い、データ分析による検証を経て本格運行化） 

・一体的な利用が見込まれる路線間での決済手法の共通化を図るほか、「基幹バスのサービ

ス共通化」の動きを踏まえたサービス向上策を適宜展開 

３,８00 万円 

・再編案立案等に要す

るデータ分析 

・再編に向けた実証運

行 など 

６,７00 万円 

・再編案立案等に要す

るデータ分析 

・再編に向けた実証運行 

 （小型車両の導入含

む） 

・運賃プールの制度設

計及びシミュレーショ

ン など 

8,000 万円 

・再編案立案等に要す

るデータ分析 

・再編に向けた実証運

行※ など 

8,000 万円 

・再編案立案等に要するデータ分析 

・再編に向けた実証運行※ など 

※再編内容に応じ、今後、小型車両の導入経費を追加 

バス事業者間での乗降者数等のデータの共
有及び継続的な活用 

（未計上） 

・運賃プール精算のた

めのシステム設計 

・決済システム改修 

（未計上） 

・運賃プール精算システムの維持管理 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

運賃プール制の設計 試行と修正設計 一部路線への運賃プール制の導入 

データの共有及び継続的な活用 

・オープンデータや可視化ツールを活用した多面的かつ客観的な分析を行い、PDCA を着実に推進 
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